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経団連の税制提言と
　　　　　　　格差問題をみる

今週のテーマ



テキスト

森岡孝二編著
『格差社会の構造
　　－グローバル資本主義の断層』
　　　桜井書店、２００７年９月刊

第６章　日本経団連の税制提言と格差問題
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大辺誠一



税制の概略

国税：国に納める税金
　　　　所得税
　　　　法人税
　　　　消費税

地方税：地方自治体に納める税金
　　　　住民税（県民税、市民税）
　　　　　　法人住民税
　　　　法人事業税
　　　　地方消費税

税額控除制度



経団連とは

財界　：　「経済三団体」
　　経団連（社団法人日本経済団体連合会）
　　　　　　　　　　・・・企業・団体加盟、有力企業
　　経済同友会　・・・企業経営者の個人加盟
　　日本商工会議所　・・・商工会議所・商工会

経団連（日本経団連）：
　　　日本の有力企業が参加
政府の審議会、諮問機関に
　　　　　　　経団連の役員が委員に入る
経団連の政策提言



経団連の政策提言

総合政策　　　　　　　　　　経済政策・財政政策　　
税制　　　　　　　　　　　　　規制改革・行政改革
企業・経済法制　　　　　　土地・国土政策・物流
情報通信・技術政策　　　エネルギー・環境政策
国際関係　　　　　　　　　　企業と社会の関係
労働政策・労使関係・人事賃金
企業の社会的責任　　　　企業倫理
政治への取り組み



２００７年度の税制提言

１）法人実効税率の引き下げ

２）減価償却制度の見直し

３）国際的な二重課税の排除

４）合併等対価の柔軟化への対応

５）地方法人課税の軽減

６）少子化対策



提言はどれだけ実現したのか

減税項目
１）２００１年度　住宅税制
　　　　新住宅ローン減税制度の創設　　　　９４１０億円
２）２００２年度　連結納税制度の創設　　　　７９８０億円
３）２００３年度　法人関連税制
　　　試験研究費特別税額控除制度創設　　５８８０億円
４）２００３年度　法人関連税制
　ＩＴ投資促進税制創設（中小企業分を除く）　３６９０億円
５）２０００年度　特定情報通信機器の即時償却制度　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９５０億円
６）２０００年度　住宅ローン税額控除制度　　２８００億円



提言はどれだけ実現したのか

増税項目
１）２００６年度　所得税定率減税の廃止　１兆３０６０億円

２）２００５年度　所得税定率減税の縮減　１兆２５２０億円

３）２００６年度　ＩＴ投資促進税制の廃止　　　５５９０億円

４）２００３年度　消費税　
　　中小事業者に対する特例措置の見直し　５０４０億円

５）２００３年度　配偶者特別控除（上乗せ部分）の廃止　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４７９０億円

６）２００２年度　法人税制　
　　　退職給与引当金制度の廃止　　　　　　　３２４０億円



経団連ＨＰより



経団連ＨＰより



２００７年度提言の内容

・経済活力、産業活力の維持・発展　
　　　　　　　　国際競争力をつけるため

・税制の国際的な整合性の重視、
　　　　　ＩＴ投資促進税制等の技術投資を促す税制

・法人税実効税率の引き下げ、減価償却制度の見直し

・実効税率の引き下げ

税負担が少なければ少ないほど、内部留保が増大して、
投資資金が確保できる





税負担について：

・地方税の引き下げの主張がここ数年の特徴
　　地方の法人所得課税（事業税、住民税）が
　　国際比較で「高止まり」している

・税収は、各経済主体（個人・法人）が
　　それぞれの租税力（租税負担能力）に応じて、
　　どの程度負担すべきか決まるもの
　　経済活動に有利かどうかではない

・消費税：生活保護世帯でも負担している

・メガバンク：２００６年現在、過去最高益を上げながら、　
　　　法人税をまったく納めていない
　　　過去の赤字を理由とする税制上の優遇措置



実効税率引き下げへの反論：

・企業の内部留保のが増加している

・配当率の上昇、利益の外部への流出、配当所得に
　対する税率が低い

・その地方の市民として、数字の比較だけではなく、
　法人市民の役割としての税負担から考えるべき

・減税が必ずしも、研究投資に向けられていないし、
　大企業に偏っている

・税負担能力に応じて、税を負担すべき



研究開発促進税制

・２００３年度の経団連の要望に沿って実現

・試験研究費の１０－１２％を控除

・この控除は税額から直接差し引く　
　　　　　　　　　　　　損金項目からもう一度差し引く

・利益を上げている企業をさらに優遇する税制の典型

・そのままそっくり研究開発に再投資される保障は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　まったくない

・大企業が大部分利用の控除制度
　　　資本金１００億円以上の企業が７５．２％





減価償却制度の見直し

・償却可能限度額の撤廃と法定耐用年数の短縮

・使用年数を基礎とした償却期間ではなく、
　国際的なイコールフィッティングや経済の活性化の観点

・税制と会計制度：
　　収益と損金は対応する原則、経団連の主張の
　　見直しは、なんでもありとなる。

・損金を早く計上し、投資分を早く回収したいだけ



証券税制

かつてなく緩い課税制度に、投資家優遇税制
　１０％（所得税７％、個人住民税３％）の源泉徴収のみ

譲渡益（株式の売却益）も優遇

「預貯金並みの手軽さで株式投資ができる税制」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（国税庁パンプ）

経団連の証券市場の活性化の要望が実現

分離課税で１０％は所得課税として異例ずぎる



給与課税と課税最低限と累進課税

・給与課税への提言：
　　サラリーマン（給与所得者）への課税強化
　　課税最低限が高すぎる
　　２００３年度、配偶者特別控除（上乗せ分）廃止
　　定率減税の廃止
　　給与所得控除の変更へ

・累進課税強化については一貫して批判的
　　　累進課税に過度に依存するならば、
　　　高い能力をもった個人の勤労意欲が損なわれ、
　　　経済活力が削がれる





住宅取得関連減税

経団連が毎年要求してきたもの

住宅投資　２１．１兆円　　最終生産誘発額　４４．７兆円

生産誘発製品：耐久消費財、電力、ガス、輸送、
　　　　　　　　　　鋼材、石材、木材等

国民の生活改善という視点は強調されているが、
低迷していた経済救済の意味がある





経団連パンフより 2007-11



経団連パンフより 2007-11



消費税率の引き上げ

・７６７兆円の長期債務残高　ＧＤＰ比で１５０％
　　深刻な財政危機
　　国の財政支出の２５％が国債の償還と利払い
　　消費税率の大幅な引き上げ

・５％の消費税を毎年１％ずつ引き上げて
　　　　　　　　　１０年後に１６％、２０２５年に１８％

・消費税率の引き上げが法人税率の引き下げ要求と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一体になっていること

・安定的な税収が確保され、経済活力への影響が小さく、
　国民に公平な負担を求めることが消費税の長所

・広く薄く負担する＝公平　消費税の欠点　逆進性





消費税の逆進性

・年収２００万円未満と１５００万円以上の世帯の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　負担率の開き
　　消費税率　３％：２．１ポイント　→１６％：７．４ポイント

・消費のほとんどが最低限必要な生活費・必需品に
　あてる低所得者と、生活を豊かにする財・サービスに向
　けられる高額所得者
・消費税に対する影響は大きい、公平とは言えない

・奥田ビジョンでの消費税率
　　　　　　　　２０１４年　１６％、　２０２５年　１８％

・貯蓄ゼロ世帯：　年間収入３００万円未満　４２．１％
　　　　日常生活の消費に収入のすべてが当てられる



消費税と外注費

・消費税での仕入税額控除と「給与」の外注化の促進

・給与には消費税が課されていない、

・人件費を外注費で支払うと消費税が含まれる

・売上げの消費税からその分を控除できる

・企業が正規雇用を減らそうという傾向を助長している



民間企業が最大の資金余剰部門へ



法人企業の内部留保の増加



企業による利益の社会還元

・内部留保率の増加：
　企業が税や社会保障負担、賃金として社会的に
　還元できる余力があるかどうか

・利益の社会還元がどの程度可能か　
　　それを検討するのが経済団体の社会的責任

・企業も社会の一員：経団連の基本的姿勢

「広く国民の利益を考えるなら、大きな利益を上げている
大企業がより多くの税を負担する方向での提言があって
もよいはずである。それはこの国の社会の安定や国民の
福利の向上と結びつき、ひいては企業を支え、経済の安
定を可能にする基盤を醸成することにもなる」





税と社会支出による貧困改善率

・日本は税と社会支出による貧困の改善率が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　先進国中最も低い

　　　　　貧困率：税と社会支出で低下：改善後の貧困率
日本　　　１６．５％　　　３ポイント　　　　　　１３．６％
フランス　２４．１％　　１８．１ポイント　　　　　６％

・他のＯＥＣＤ諸国に比し、貧困世帯への
　　公的社会支出（所得補填的な給付）が少ないうえに、
　　貧困世帯に対して高い税負担を課している。



公正なる税負担とは：

・財政再建のためには、増税が必要

・財政破綻の原因：公共投資による景気刺激策→
　　　　企業業績に貢献→企業利益→企業の内部留保
　　　　→財政破綻：企業の責任とは

・財政再建の為に、誰がそれを負担するか
　消費税の増税のみに頼るべきかどうか

・格差社会への対応：
　政府・自治体による政策が必要
　そのための財源をどこに求めるか
　誰が負担すべきか

・企業活力→従業員へ→格差解消　の道筋はどうか



経団連への提言

・経団連の企業活力重視の偏重、
　　消費税の大幅引き上げ、
　　企業の社会保障負担の引き下げ要求

・国民の福祉向上は二の次、　
　　　　　　　大企業の利益第一主義

・提言：
　　財政危機　公共事業偏重財政　企業の責任
　　国民の幸福追求の基盤となる生活・労働の実情に
　　ついてももっと関心をもつべき
　　企業にとってもプラス



経団連の税制提言と
　　　　　　　格差問題をみる

今週のテーマ

終わり



今週の元気な企業と人

へら絞り職人
（東京都大田区）

SQUET 2008-02



ビデオ鑑賞

ＮＨＫスペシャル

セーフティーネット・クライシス
　　～日本の社会保障が危ない～
　　　　　　　〔後半〕

ＮＨＫ：２００８年５月１１日放送
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５分
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